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 （注）１. 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

    ２. 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

    ３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

         

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第63期 

第２四半期連結
累計期間 

第64期 
第２四半期連結

累計期間 

第63期 
第２四半期連結

会計期間 

第64期 
第２四半期連結 

会計期間 
第63期 

会計期間 

自平成20年 
４月１日 

至平成20年 
９月30日 

自平成21年 
４月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成20年 
７月１日 

至平成20年 
９月30日 

自平成21年 
７月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成20年 
４月１日 

至平成21年 
３月31日 

売上高（百万円）  50,211  37,994  26,180  20,929  86,455

経常利益（百万円）  1,908  802  899  378  2,605

四半期（当期）純利益（百万円）  1,131  448  596  309  1,666

純資産額（百万円） － －  24,252  24,064  23,705

総資産額（百万円） － －  50,309  43,888  38,592

１株当たり純資産額（円） － －  1,316.53  1,307.51  1,288.22

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 61.62  24.62  32.67  16.98  91.10

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －  －  －

自己資本比率（％） － －  47.7  54.3  60.9

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 3,519  844 － －  3,645

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 489  618 － －  931

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △885  △24 － －  △1,167

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
－ －  8,759  9,933  8,563

従業員数（人） － －  932  987  899



 当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

  当第２四半期連結会計期間において、主要な関係会社の異動はありません。 

  

（注）１. 当社グループは、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しておりますので、従業員数は連結会社の

合計で記載しております。 

      ２. 従業員数は就業人員であります。（当社グループからグループ外への出向者及びグループ外から当社グ

ループへの出向者はありません。また、パートタイマー・契約社員12名は含まれておりません。） 

  

（注）従業員数は就業人員であります。（当社から社外への出向者38名及びパートタイマー・契約社員5名は含ま

れておりません。） 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 987  

(2) 提出会社の状況 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 282  



(1）仕入実績 

 当第２四半期連結会計期間における商品の仕入実績は、次のとおりであります。 

   （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  ２．金額は仕入価格によっております。 

３．第１四半期連結会計期間より、従来の商品区分を一部変更しており、前年同四半期比については、前年同

四半期の仕入高を変更後の商品区分にて再集計し、算定しております。  

(2）販売実績 

 当第２四半期連結会計期間における商品の販売実績は、次のとおりであります。 

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．第１四半期連結会計期間より、従来の商品区分を一部変更しており、前年同四半期比については、前年

同四半期の売上高を変更後の商品区分にて再集計し、算定しております。  

   ３．前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間における主な販売先グループ（主な販売先と

その子会社）別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

当第２四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

第２【事業の状況】

１【仕入及び販売の状況】

区分 
当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日） 

  
前年同四半期比（％） 

  

電気材料（百万円）  9,602  62.5

電子部品（百万円）  4,956  102.8

機構部品（百万円）  3,430  137.6

その他（百万円）  881  96.9

合計（百万円）  18,871  80.0

区分 
当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日） 

  
前年同四半期比（％） 

  

電気材料（百万円）  10,619  62.8

電子部品（百万円）  5,472  102.6

機構部品（百万円）  3,825  133.2

その他（百万円）  1,011  95.5

合計（百万円）  20,929  79.9

相手先 

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成20年７月１日 

至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 

至 平成21年９月30日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

㈱東芝グループ  3,953  15.1  3,807  18.2

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】



   文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。 

(1) 業績の状況 

①全般の概況 

当第２四半期連結会計期間のわが国経済は、景気悪化に底打ち感が出始め、一部持ち直しの動きが出たもの

の、雇用情勢は厳しさを増し、最終需要は脆弱な状況が続きました。 

エレクトロニクス業界におきましては、「エコポイント」制度により、省エネ家電としてのフラットテレビや

冷蔵庫の販売は、堅調に推移いたしました。一方、電子部品等や半導体の生産、パソコンや携帯電話の販売及び

重電や通信機器の需要は、低調に推移いたしました。 

このような状況の中、当社グループは、需要が伸びた液晶テレビ等関連部材の販売活動に注力したものの、当

第２四半期連結会計期間の売上高は、前年同四半期比20.1％減の209億29百万円となりました。 

利益面につきましては、販売費及び一般管理費の削減に努めたものの、売上高の減少に伴い売上総利益が減少

したため、営業利益は、前年同四半期比50.3％減の４億87百万円となりました。 

経常利益は、営業利益が減少した結果、前年同四半期比57.9％減の３億78百万円となりました。 

税金等調整前四半期純利益は、前年同四半期比56.9％減の３億79百万円に、四半期純利益は、前年同四半期比

48.1％減の３億９百万円となりました。 

  

②セグメント別の概況 

当社グループは事業の種類別セグメント情報は作成しておりませんが、当第２四半期連結会計期間の商品の区

分別の概況は以下のとおりであります。なお、第１四半期連結会計期間より、従来の商品区分を一部変更してお

り、前年同四半期比については、前年同四半期の売上高を変更後の商品区分にて再集計し、算定しております。

電気材料 

携帯電話用のディスプレイ部品、材料の販売や、海外での絶縁材料の販売が減少した結果、売上高は前年同

四半期期比37.2％減の106億19百万円となりました。 

電子部品 

パソコン用の電気部品の販売が増加した結果、売上高は前年同四半期比2.6％増の54億72百万円となりまし

た。 

機構部品 

液晶テレビ用の機構部品の販売が増加した結果、売上高は前年同四半期比33.2％増の38億25百万円となりま

した。 

その他 

医療機器用の関連部材等の販売が減少した結果、売上高は前年同四半期比4.5％減の10億11百万円となりま

した。 

③所在地別セグメントの概況 

日本 

売上高は、「電気材料」の販売が減少した結果、前年同四半期比16.3％減の187億11百万円となりました。

営業利益は、前年同四半期比31.2％減の３億52百万円となりました。 

中国 

売上高は、「電気材料」の販売が減少した結果、前年同四半期比26.4％減の48億25百万円となりました。営

業損失は、０百万円となりました。 

その他アジア 

売上高は、「電気材料」の販売が減少した結果、前年同四半期比14.3％減の22億32百万円となりました。営

業利益は、前年同四半期比56.4％減の53百万円となりました。 

欧米 

売上高は、「機構部品」の販売が増加した結果、前年同四半期比12.9％増の３億71百万円となりました。営

業利益は、17百万円となりました。 

  

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】



(2) 財政状態の状況 

 当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末比13.7％増の438億88百万円となりました。 

 流動資産は、「受取手形及び売掛金」が増加したこと等により、前連結会計年度末比17.9％増の381億78百万円

となりました。 

 固定資産は、「投資有価証券」が減少したこと等により、前連結会計年度末比8.0％減の57億10百万円となりま

した。 

 流動負債は、「支払手形及び買掛金」が増加したこと等により、前連結会計年度末比34.5％増の195億96百万円

となりました。 

 固定負債は、「その他」の「繰延税金負債（固定）」が減少したこと等により、前連結会計年度末比28.1％減の

２億27百万円となりました。 

 純資産は、「利益剰余金」が増加したこと等により、前連結会計年度末比1.5％増の240億64百万円となり、自己

資本比率は、54.3％となりました。 

(3) キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結会計期間末は、前年同四半期連結会計期間末と比べ、現金及び現金同等物（以下、「資金」と

いう。）が11億74百万円増加し、99億33百万円となりました。 

営業活動に使用されたキャッシュ・フローは、９億34百万円（前年同四半期連結会計期間末比26億17百万円増

加）となりました。主な内訳としては、税金等調整前四半期純利益が３億79百万円、売上債権の増加による資金流

出が41億76百万円、仕入債務の増加による資金獲得が29億57百万円であります。 

投資活動に使用されたキャッシュ・フローは、70百万円（前年同四半期連結会計期間末比４億83百万円増加）と

なりました。主な内訳としては、有形固定資産の取得による資金流出が62百万円であります。 

財務活動によって得られたキャッシュ・フローは、１億32百万円（前年同四半期連結会計期間末比４億53百万円

増加）となりました。主な内訳としては、短期借入金の増加による資金獲得が１億57百万円であります。 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

 ①当社グループの現状認識及び対処すべき課題の内容 

国内の景気は、自律的な回復力に乏しく、この先も設備投資や個人消費の減少が続き、経済政策の効果も剥落

して、低迷が長期化する懸念があります。 

国内のエレクトロニクス業界は、「エコポイント」関連商品を除けば、景況感の低迷、特に雇用環境の先行き

不安による個人消費の低迷から、数量及び価格面で厳しい状況が続くものと考えられます。 

海外においては、政府による経済政策の影響で景気の悪化も底入れしつつあり、その中でも中国は内需主導の

景気の回復が続いています。しかし、多くの国で日本同様、雇用環境は悪化し、この影響で個人消費が圧迫を受

けていることから、エレクトロニクス製品の販売は、弱含みで推移することが考えられます。 

このような状況の中、当社グループは、平成21年10月１日の大西電気株式会社との合併を通して、顧客基盤の

拡充や営業拠点の統合による販売活動の効率化により、より一層の拡販に努める所存であります。 

  

このような状況を踏まえ、当社グループは「ものづくりのパートナー企業」として、顧客の「ものづくり」の

ためにあらゆるサービスを提供することを旨とし、以下の諸施策を推進してまいります。 

a． 国内外の販売拠点等の機能や情報の連携をさらに強化し、得意先の開発拠点や生産拠点に関する体制の変

化に機動的に対応してまいります。また、得意先の国際的な部品調達及び物流ニーズに対するサービスの充実

をめざし、今後とも販売拠点及びそのネットワークの整備拡充を推進してまいります。 

b． 永年培ってきた信頼関係を基に開示された得意先の新技術や新製品の開発状況を分析し、情報提供力の維

持向上をめざします。特に得意先のニーズに代表される機能及びコスト面、環境基準、品質基準の観点等か

ら、量産される製品に対して、最適な商品や部品モジュール等の提案を推進してまいります。その前提とし

て、開発部、環境・品質保証室の機能を活用し、技術力、コスト競争力、環境基準、品質基準対応力を有する

国内外の新規仕入先メーカーの発掘をしてまいります。 

c． 仕入先メーカー等との取引関係を、業務提携や資本提携等に発展させることによって、事業基盤の拡大を

図り、より一層の収益力の向上をめざしてまいります。 

d． 管理面においては、より一層のコスト抑制と為替をはじめとした各種リスク管理を継続強化してまいりま

す。また、当社基幹システム及び子会社システム等の改善、増強、共通化を行い、業務の効率化を進めてまい

ります。合わせて海外子会社も含め人材の育成を図ることで、効率的で適正な事業推進体制、管理体制の充実

に努めてまいります。 

e． 大西電気株式会社との合併を成功させ、互いに重複しない得意先に対して相互の取扱商品を販売すること 



で売上の増加を図り、統合効果を早期に実現してまいります。 

また、輸送機器、エネルギー及び環境関連機器、RFID※などの今後新たに電気電子部材の需要が見込まれ

る分野における情報を共有化することで、効率的なマーケティングを推進いたします。 

さらに、重複している国内外の販売拠点の統合、管理部門の統合、システムの一本化を行い、コストの削

減効果も図ってまいります。  

※RFIDとはRadio Frequency Identificationの略で、微小な無線チップにより人やモノを識別、管理する仕組みのことをいい

ます。 

②会社の支配に関する基本方針 

a．基本方針の内容 

当社グループは、エレクトロニクス業界において、伝統的商社機能のほか、情報収集機能、物流機能等を活

用し、新たな付加価値を提供しつつ商材の販売活動を展開しております。 

          一方、仕入先に対しては、得意先に関する情報を収集、分析し提供することで当社グループがマーケティン

グ及び営業機能を代替するなどして、得意先への商材の安定的な供給を確保しております。 

          また、当社グループの事業活動においては、株主、得意先、仕入先、従業員にとどまらず、社会的責任をも

たらすものとして、地域社会の調和、環境への配慮など、事業を進めるにあたり広範囲のステークホルダーの

利益を最大限に配慮することも必要であると考えております。 

          このように、当社グループの企業価値は、ステークホルダーとの強固な信頼の基に成り立っており、各事業

の有機的な結合によって確保・向上されるべきものと考えております。このような観点から、当社グループの

財務及び事業の方針の決定を支配する者としては、株主や得意先、仕入先、地域、社会、従業員等のステーク

ホルダーの利益に資することに配慮し、当社の企業価値及び株主共同の利益を中長期的に確保、向上させてい

く立場にあるべきものと考えております。 

ところで、わが国においても、対象となる会社の経営陣の賛同を得ることなく、一方的に大規模な株式の買

い付けを強行するという事例が見られるようになっております。上場会社である当社の株式は、株主、投資家

の皆様の自由な取引が認められており、当社の株式に対する大規模な買付行為があったとしても、一概にこれ

を否定するものではなく、最終的には、株主の自由な意思により判断されるべきであると考えております。 

しかしながら、大規模買付行為は、それが成就すれば、当社の経営に直ちに大きな影響を与える支配権を取

得するものであり、当社の企業価値及び株主共同の利益に重大な影響を及ぼす可能性を内包しております。 

          このうち、当社の企業価値及び株主共同の利益を毀損するおそれのある大規模買付行為は不適切と考えざる

を得ず、また、その行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適当であると考

えております。  

b．基本方針の実現に資する取り組み 

当社グループは、日々の事業活動を通じて、企業としての社会的責任を果たし、健全な事業成長を遂げる

ことにより、社会の発展に貢献することをめざしております。また、多数の株主、投資家の皆様に長期的に

継続して当社に投資していただくため、中長期的に当社の企業価値及び株主共同の利益を向上させるため、

以下の点を重点施策として、取り組んでおります。 

   イ．得意先の様々なニーズを捉えるマーケティング力のさらなる強化を図る 

得意先の最終消費者の多様な要求、嗜好にもとづく、得意先からの製品設計上の様々なニーズを満たす

べく営業各部門が得た情報を「開発部」を中心に分析したうえで共有化し、全社的戦略・戦術の策定力の

強化を図ってまいります。 

      ロ．得意先を取り巻く環境の変化をいち早く察知し営業展開を図る 

得意先エレクトロニクスメーカーの生産体制のグローバル化に対応して、販売拠点及びその他ネットワ

ークの整備拡充を推進し、海外現地法人の販売子会社や加工子会社等も含めた販売体制の連携及び強化を

図っていく必要があると考えております。中国を中心としたアジア地区での販売活動には引き続き注力し

ながらも、欧米地区においても強化を図ってまいります。 

      ハ．業務管理の画一化 

各海外現地法人のオペレーションの安定による業務管理の画一化を図り、内部統制の強化ならびに販売

費及び一般管理費等のコスト削減努力を継続するとともに、外貨取引の増加に対応した為替管理等の各種

リスク管理を強化し、基幹システム等の改善や増強、人材の育成にも注力してまいります。   

c．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するため 

  の具体的な取り組み 

当社は、前記a.記載の基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配さ

れることを防止するための取り組みとして、買収防衛策（以下「本施策」という。)を導入しております。 

  本施策は、特定株主グループの議決権保有割合を20％以上とすることを目的とする当社株券等（注１）の 

買付行為、または結果として特定株主グループの議決権保有割合が20％以上となる当社株券等の買付行為

（取引所有価証券市場における買い付け、公開買付け、その他具体的な買付方法の如何を問わず、当社取締



役会があらかじめ同意したものを除く。以下、かかる買付行為を「大規模買付行為」といい、大規模買付行

為を行う者を「大規模買付者」という。）が、当社グループの企業価値に重大な影響を及ぼす場合におい

て、当社グループの企業価値を確保しまたは向上させるため、大規模買付行為に適切な対応を行うことを目

的としております。 

 ここでいう特定株主グループとは、(ⅰ)当社株券等の保有者（注２）及びその共同保有者（注３）、また

は(ⅱ)当社株券等の買い付け等（注４）を行う者及びその特別関係者（注５）をいい、議決権保有割合と

は、特定株主グループが上記(ⅰ)の場合においては当該保有者の株券等保有割合（注６）をいい、特定株主

グループが上記(ⅱ)の場合においては当該大規模買付者及び当該特別関係者の株券等保有割合（注７）の合

計をいいます。 

          （注１）金融商品取引法第27条の23第１項に規定する株券等をいいます。 

          （注２）金融商品取引法第27条の23第１項に規定する保有者をいい、同条第３項にもとづき保有者とみなされる者を含みます。 

         （注３）金融商品取引法第27条の23第５項に規定する共同保有者をいい、同条第６項にもとづき共同保有者とみなされる者を含みま

         す。 

          （注４）金融商品取引法第27条の２第１項に規定する買い付け等をいい、取引所有価証券市場において行われるものを含みます。 

          （注５）金融商品取引法第27条の２第７項に規定する特別関係者をいいます。 

          （注６）金融商品取引法第27条の23第４項に規定する株券等保有割合をいいます。 

          （注７）金融商品取引法第27条の２第８項に規定する株券等保有割合をいいます。 

 イ．本施策の概要 

本施策は、大規模買付者が従うべき大規模買付ルールと、大規模買付行為に対して当社がとりうる大規

模買付対抗措置から構成されております。 

 本施策においては、まず、大規模買付ルールとして、大規模買付者に対し、株主及び当社取締役会によ

る判断のための情報提供と、当社取締役会による検討及び評価の期間の付与を要請しております。 

 次に、当社取締役会が、大規模買付対抗措置として、会社法その他の法令及び当社定款によって認めら

れる相当な対抗措置の発動を決議するための要件を、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合

または大規模買付行為によって当社グループの企業価値または株主共同の利益が著しく毀損される場合に

限定することといたしました。 

 ロ．大規模買付ルール 

大規模買付者には、大規模買付行為に先立ち、当社取締役会に対し、当社株主の判断及び当社取締役会

としての意見形成のために必要かつ十分な情報(以下「本情報」という。)を書面で提供していただきま

す。十分な本情報が揃うまで追加的に情報提供を求めることがあります。また、大規模買付者が提出した

本情報は、株主の判断に必要かつ適切と認められる範囲において、必要かつ適切と認められる時点で、そ

の全部または一部を開示いたします。 

          これは、当該大規模買付行為に関し、株主が適切な判断を行い、かつ当社取締役会が適切な検討及び評

価を行うことを目的としております。 

次に、大規模買付者には、当社取締役会に対する本情報の提供を完了した日から60日間（大規模買付行

為が、対価を現金のみとする公開買付けによる当社全株式の買い付けの場合）または90日間（その他の大

規模買付行為の場合）（以下「取締役会評価期間」という。）が経過するまでは、大規模買付行為を行わ

ないこととしていただきます。これは、株主共同の利益のため、当社取締役会に、本情報の検討及び評

価、大規模買付者との交渉及び協議、大規模買付行為に関する意見形成、株主に対する代替提案の作成及

び提示等を行う機会を与えていただくためです。 

当社取締役会は、取締役会評価期間中、外部専門家等の助言を受けながら、提供された本情報の検討及

び評価を行い、当該大規模買付行為または当該大規模買付者の提案にかかる経営方針等について検討し、

独立委員会の勧告を最大限尊重して、大規模買付対抗措置発動の是非について決議します。 

当社取締役会は大規模買付ルールを適正に運用し、取締役会によって恣意的な判断がなされることを防

止するための機関として、独立委員会を設置します。独立委員会の委員は３名以上５名以下とし、公正で

中立的な判断を可能とするため、当社の業務執行を行う経営陣から独立している当社社外監査役または社

外有識者のなかから選任します。取締役会評価期間中、当社取締役会は、本情報及び本情報の取締役会に

よる評価及び分析結果を独立委員会に提供します。独立委員会は、取締役会の諮問にもとづき、取締役会

による評価、分析結果及び外部専門家の意見を参考にし、また、判断に必要と認める情報等を自ら入手、

検討して、取締役会に勧告します。 

当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重したうえで、当社取締役会としての意見を取り纏めて 

公表します。また、必要に応じ、大規模買付者との間で大規模買付行為に関する条件改善について交渉及

び協議を行い、当社取締役会として、株主に対し、当社グループの経営方針等についての代替的提案を提

示することもあります。  

 ハ．大規模買付対抗措置 

      

      



大規模買付者が大規模買付ルールに定める手続に従うことなく大規模買付行為を行った場合や、大規模

買付ルールを遵守した場合であっても、当該大規模買付行為または経営権取得の目的が、真に会社経営に

参加する意思がないにもかかわらず、株価をつりあげて高値で株券等を会社関係者に引き取らせることに

ある場合（いわゆるグリーンメイラーの場合）、当該大規模買付行為または経営権取得の目的が、主とし

て、当社グループの事業経営上必要な不動産、動産、知的財産権、ノウハウ、企業秘密情報、主要取引

先、顧客等その他の当社グループの資産を当該大規模買付行為にかかる特定株主グループ（大規模買付者

を含む。）に移譲させること（いわゆる焦土化経営）にある場合等、当社グループの企業価値または株主

共同の利益を著しく毀損すると独立委員会が判断したときは、当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大

限尊重し、新株予約権の無償割当等、会社法その他の法令及び当社定款によって認められる相当な大規模

買付対抗措置を決議することができるものとします。 

具体的な大規模買付対抗措置の一つとして株主に対する無償割当の方法によって発行される新株予約権

の募集事項の概要ですが、この新株予約権には、一定割合以上の議決権保有割合の特定株主グループに属

さないことなどの行使条件及び当社が特定株主グループ以外の者から当社株式と引き換えに新株予約権を

取得する旨の取得条項を付する場合があります。なお、機動的に新株予約権の発行ができるよう、新株予

約権の発行登録書を提出する場合があります。  

d．本施策が基本方針に沿い、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益に合致し、当社の会社役員の地

位の維持を目的とするものではないことについての取締役会の判断及びその判断にかかわる理由 

 イ．企業価値・株主共同の利益の確保・向上の目的 

          前記c.に述べたとおり、本施策は、株主の皆様が大規模買付行為に応じるか否かについての適切な判断

を可能ならしめ、かつ当社グループの企業価値及び株主共同の利益に対する明白な侵害を防止するため、

大規模買付者が従うべき大規模買付ルール、ならびに当社が発動しうる大規模買付対抗措置の要件及び内

容をあらかじめ設定するものであり、当社グループの企業価値及び株主共同の利益の確保及び向上を目的

とするものです。 

          また、前記c.に述べた大規模買付ルールの内容ならびに大規模買付対抗措置の内容及び発動要件は、当

社グループの企業価値及び株主共同の利益の確保及び向上という目的に照らして合理的であり、当社グル

ープの企業価値及び株主共同の利益の確保及び向上に資するような大規模買付行為までも不当に制限する

ものではないと考えます。 

 ロ．事前開示 

          本施策における大規模買付ルールの内容ならびに大規模買付対抗措置の内容及び発動要件は、いずれも

前記c.において明確に示したところであり、株主、投資家及び大規模買付者にとって十分な予見可能性を

与えるものであると考えます。 

 ハ．株主意思の反映  

前記c.に述べたとおり、本施策は第61回定時株主総会にて導入し、第62回定時株主総会においても、本

施策の継続等に関して株主の皆様の意思を確認させていただき、有効期間を平成23年６月開催予定の定時

株主総会の終結時とさせていただきました。今後につきましても、当社株主総会において本施策の継続等

に関して株主の皆様の意思を確認させていただくことを予定しております。また、本施策は、当社の株券

等を大量に買い付けた者が指名し、株主総会で選任された取締役により廃止することができるとされてお

り、いわゆるデッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交代させても、なお発動を阻止で

きない買収防衛策）ではありません。 

            従って、本施策の継続、廃止または変更の是非の判断には、株主総会における決議を通じて株主の意思

が反映されるものと考えます。  

 ニ．取締役会の判断の客観性・合理性の確保  

  本施策においては、前記c.のとおり、大規模買付対抗措置の発動の要件として、客観的かつ明確な要件

を定めており、発動の要件に該当するか否かの判断に当社取締役会の恣意的判断の介入する余地を可及的

に排除しております。 

  また、本施策においては、前記c.のとおり、大規模買付対抗措置の発動の手続を定め、当社取締役会の

恣意的な判断を排除しております。 

  したがって、本施策においては、当社取締役会が大規模買付対抗措置の発動を決議するにあたり、その

判断の客観性・合理性を担保するための十分な仕組みが確保されているものと考えます。  

(5) 研究開発活動 

当社グループは、ユーザー、仕入先と共同で商品開発に取り組んでおりますが、技術開発の主体は相手方にある

ため、特記すべき事項はありません。 



(1）主要な設備の状況 

  当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等に

ついて、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画

はありません。 

  

第３【設備の状況】



①【株式の総数】 

（注）平成21年６月19日開催の定時株主総会において定款の一部変更が行われ、発行可能株式総数は平成21年10月 

      １日より25,000,000株増加し、84,000,000株となっております。 

  

②【発行済株式】 

       該当事項はありません。 

       該当事項はありません。 

    （注）平成21年10月１日付で大西電気株式会社と合併したため、発行済株式総数が2,316,673株増加しております。

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  59,000,000

計  59,000,000

種類 
第２四半期会計期間末 
現在発行数 (株) 

（平成21年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成21年11月12日） 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式  18,835,800  21,152,473
東京証券取引所 

市場第一部 

単元株式数 

100株 

計  18,835,800  21,152,473 － － 

(2)【新株予約権等の状況】

(3)【ライツプランの内容】

(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 
（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金 
増減額 

（百万円） 

資本準備金 
残高 

（百万円） 

 平成21年７月１日～ 

 平成21年９月30日 
 －  18,835,800  －  2,142  － 2,017



 （注）１．上記の所有持株数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）       533千株 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）         419千株 

 ２．フィデリティ投信株式会社より、平成21年10月７日付の大量保有報告書の写しの送付があり、同日現在で

以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当第２四半期会計期間末時点

における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。  

    ３．高千穂電気株式会社は大西電気株式会社との合併により、平成21年10月１日をもってエレマテック株式会 

      社に社名変更しております。  

        ４．高千穂電気社員持株会は、平成21年10月１日をもってエレマテック社員持株会に名称変更しております。 

(5)【大株主の状況】

  平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

櫻井 恵 東京都港区  2,035  10.80

株式会社エスプランニング  東京都港区南麻布5-4-1   1,812  9.62

高千穂電気社員持株会 
東京都港区三田3-5-27 

住友不動産三田ツインビル西館25階 
 1,558  8.27

ビービーエイチ フォー フィデ

リティー ロープライス ストッ

ク ファンド 

（常任代理人 株式会社三菱東京 

 UFJ銀行） 

  

40 WATER STREET. BOSTON MA 02109 U.S.A.

 

（東京都千代田区丸の内2-7-1）  

  

 1,275  6.76

竹田 和平 愛知県名古屋市天白区  640  3.39

高千穂電気株式会社       
東京都港区三田3-5-27         

住友不動産三田ツインビル西館25階  
 600  3.18

日本トラスティ・サービス 

信託銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海1-8-11   533  2.83

日本マスタートラスト信託銀行 

株式会社（信託口）  
東京都港区浜松町2-11-3  419  2.22

ザ チェース マンハッタン バ

ンク エヌエイ ロンドン エス 

エル オムニバス アカウント

（常任代理人 株式会社みずほコ 

ーポレート銀行決済営業部） 

WOOLGATE HOUSE. COLEMAN STREET LONDON 

EC2P 2HD. ENGLAND 

（東京都中央区月島4-16-13） 

 342  1.81

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町1-1-2  320  1.69

計 －  9,538  50.63

氏名又は名称 住所 
保有株券等の数 

（株） 
株券等保有割合 

（％） 

フィデリティ投信株式会社 
東京都港区虎ノ門4-3-1 

城山トラストタワー  
株式  1,430,800   7.60



①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

     （注）高千穂電気株式会社は大西電気株式会社との合併により、平成21年10月１日をもってエレマテック株式会  

      社に社名変更しております。 

  

 【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

   （注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

(6)【議決権の状況】

  平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     600,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  18,234,000  182,340 － 

単元未満株式 普通株式       1,800 － － 

発行済株式総数  18,835,800 － － 

総株主の議決権 －  182,340 － 

  平成21年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

高千穂電気株式会社 

東京都港区三田3-5-27 

住友不動産三田ツイン

ビル西館25階 

 600,000  －  600,000  3.18

計 －  600,000  －  600,000  3.18

２【株価の推移】

月別 平成21年４月 平成21年５月 平成21年６月 平成21年７月 平成21年８月 平成21年９月 

最高（円）  760  922  1,055  1,115  1,146  1,071

最低（円）  655  732  891  937  1,020  982



 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

        新任役員 

 （注）平成21年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から１年間であります。 

  

３【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式
数 
（千株） 

就任年月
日 

取締役副会長

（代表取締役） 
  － 大西 俊一 昭和23年８月10日

昭和47年３月 大西電気株式会社入社

昭和51年11月 同社常務取締役

昭和61年９月

平成元年８月

平成21年10月

同社代表取締役副社長

同社代表取締役社長 
当社代表取締役副会長 
（現任） 

（注） 624 
平成21年

10月１日 

取締役専務執行

役員 
営業 
本部長 

内田 裕史 昭和24年11月３日

昭和48年３月 大西電気株式会社入社

平成４年２月 同社営業部 本部長

平成11年８月

平成15年９月

平成21年10月

同社取締役営業本部長

同社常務取締役営業本部長

当社取締役専務執行役員営

業本部長（現任） 

（注） － 
平成21年

10月１日 



１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期

間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期

連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日

から平成21年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から

平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四

半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四

半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有

限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

第５【経理の状況】



１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 9,933 8,563

受取手形及び売掛金 24,498 20,197

たな卸資産 ※1  3,061 ※1  2,675

未収消費税等 304 590

その他 536 461

貸倒引当金 △155 △102

流動資産合計 38,178 32,385

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 2,234 2,213

減価償却累計額 △1,425 △1,391

建物及び構築物（純額） 808 822

機械装置及び運搬具 706 657

減価償却累計額 △264 △222

機械装置及び運搬具（純額） 442 435

土地 1,660 1,660

その他 631 553

減価償却累計額 △416 △389

その他（純額） 215 163

有形固定資産合計 3,126 3,080

無形固定資産   

ソフトウエア 141 136

その他 14 16

無形固定資産合計 156 152

投資その他の資産   

投資有価証券 753 1,346

保険積立金 351 310

投資不動産 ※3  436 ※3  441

その他 960 902

貸倒引当金 △75 △27

投資その他の資産合計 2,427 2,972

固定資産合計 5,710 6,206

資産合計 43,888 38,592



（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 18,072 13,507

短期借入金 281 124

未払法人税等 362 186

賞与引当金 283 198

役員賞与引当金 18 －

その他 577 553

流動負債合計 19,596 14,570

固定負債   

退職給付引当金 28 29

役員退職慰労引当金 － 150

負ののれん 40 48

その他 158 87

固定負債合計 227 316

負債合計 19,824 14,886

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,142 2,142

資本剰余金 2,018 2,018

利益剰余金 21,393 21,125

自己株式 △733 △733

株主資本合計 24,820 24,552

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 40 △100

為替換算調整勘定 △1,017 △959

評価・換算差額等合計 △977 △1,060

少数株主持分 221 214

純資産合計 24,064 23,705

負債純資産合計 43,888 38,592



(2)【四半期連結損益計算書】 
  【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年９月30日) 

売上高 50,211 37,994

売上原価 44,889 33,978

売上総利益 5,322 4,016

販売費及び一般管理費   

給料及び手当 978 913

役員報酬 102 97

運賃及び荷造費 404 339

法定福利費 146 129

旅費及び交通費 228 162

保険料 48 －

減価償却費 107 91

賞与引当金繰入額 397 261

役員賞与引当金繰入額 49 18

退職給付費用 78 91

役員退職慰労引当金繰入額 12 －

貸倒引当金繰入額 － 103

その他 940 861

販売費及び一般管理費合計 3,494 3,071

営業利益 1,828 945

営業外収益   

受取利息 49 15

受取配当金 10 11

負ののれん償却額 8 8

持分法による投資利益 7 －

仕入割引 21 －

賃貸収入 66 63

その他 24 25

営業外収益合計 187 125

営業外費用   

支払利息 1 0

持分法による投資損失 － 9

賃貸費用 12 12

為替差損 82 201

その他 11 43

営業外費用合計 108 267

経常利益 1,908 802

特別損失   

投資有価証券償還損 146 94

特別損失合計 146 94

税金等調整前四半期純利益 1,761 708

法人税等 646 264

少数株主損失（△） △16 △4

四半期純利益 1,131 448



【第２四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年７月１日 

 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 

 至 平成21年９月30日) 

売上高 26,180 20,929

売上原価 23,424 18,759

売上総利益 2,756 2,170

販売費及び一般管理費   

給料及び手当 453 433

役員報酬 51 52

運賃及び荷造費 219 185

法定福利費 74 67

旅費及び交通費 117 85

保険料 24 －

減価償却費 54 47

賞与引当金繰入額 257 193

役員賞与引当金繰入額 24 9

退職給付費用 40 45

役員退職慰労引当金繰入額 6 －

貸倒引当金繰入額 － 105

その他 451 457

販売費及び一般管理費合計 1,775 1,682

営業利益 980 487

営業外収益   

受取利息 19 1

受取配当金 0 3

負ののれん償却額 4 4

持分法による投資利益 5 0

仕入割引 10 －

賃貸収入 33 31

その他 3 16

営業外収益合計 77 57

営業外費用   

支払利息 0 0

賃貸費用 6 6

為替差損 143 123

その他 7 36

営業外費用合計 158 167

経常利益 899 378

特別損失   

投資有価証券償還損 18 △0

特別損失合計 18 △0

税金等調整前四半期純利益 881 379

法人税等 296 73

少数株主損失（△） △11 △3

四半期純利益 596 309



(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 1,761 708

減価償却費 153 133

投資有価証券償還損益（△は益） 146 94

持分法による投資損益（△は益） △7 9

貸倒引当金の増減額（△は減少） － 100

受取利息及び受取配当金 △60 △27

売上債権の増減額（△は増加） 1,406 △4,468

たな卸資産の増減額（△は増加） △392 △383

仕入債務の増減額（△は減少） 494 4,600

未収消費税等の増減額（△は増加） 301 286

その他 31 △44

小計 3,835 1,008

利息及び配当金の受取額 63 42

利息の支払額 △1 △0

法人税等の支払額 △377 △206

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,519 844

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △358 △90

無形固定資産の取得による支出 △48 △27

投資有価証券の売却及び償還による収入 891 722

その他 5 13

投資活動によるキャッシュ・フロー 489 618

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △106 157

自己株式の取得による支出 △392 －

配当金の支払額 △385 △182

財務活動によるキャッシュ・フロー △885 △24

現金及び現金同等物に係る換算差額 △49 △67

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,074 1,370

現金及び現金同等物の期首残高 5,684 8,563

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  8,759 ※  9,933



【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 

至 平成21年９月30日） 

連結の範囲に関する事項の変更 （1）連結の範囲の変更 

  当第２四半期連結会計期間より、連結子会社である

タカチホエイブル株式会社は、株式会社高千穂技研と

合併したため、連結の範囲から除外しております。 

  （2）変更後の連結子会社の数 

  16社 

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
  至 平成21年９月30日） 

（四半期連結損益計算書） 

前第２四半期連結累計期間において、区分掲記しておりました「保険料」及び「役員退職慰労引当金繰入額」は、

金額的重要性が低下したため、当第２四半期連結累計期間においては販売費及び一般管理費の「その他」に含めて表

示しております。なお、当第２四半期連結累計期間の販売費及び一般管理費の「その他」に含まれる「保険料」は33

百万円、「役員退職慰労引当金繰入額」は３百万円であります。 

 前第２四半期連結累計期間において、区分掲記しておりました「仕入割引」は、金額的重要性が低下したため、当

第２四半期連結累計期間においては営業外収益の「その他」に含めて表示しております。なお、当第２四半期連結累

計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「仕入割引」は13百万円であります。  

  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前第２四半期連結累計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示しており

ました「貸倒引当金の増減額」は、当第２四半期連結累計期間において金額的重要性が増したため区分掲記しており

ます。なお、前第２四半期連結累計期間の「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれる「貸倒引

当金の増減額」は△11百万円であります。 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
  至 平成21年９月30日） 

（四半期連結損益計算書） 

前第２四半期連結会計期間において、区分掲記しておりました「保険料」は、金額的重要性が低下したため、当第

２四半期連結会計期間においては販売費及び一般管理費の「その他」に含めて表示しております。なお、当第２四半

期連結会計期間の販売費及び一般管理費の「その他」に含まれる「保険料」は17百万円であります。 

前第２四半期連結会計期間において、販売費及び一般管理費の「その他」に含めて表示しておりました「貸倒引当

金繰入額」は、当第２四半期連結会計期間において金額的重要性が増したため区分掲記しております。なお、前第２

四半期連結会計期間の「その他」に含まれる「貸倒引当金繰入額」は０百万円であります。 

 前第２四半期連結会計期間において、区分掲記しておりました「仕入割引」は、金額的重要性が低下したため、当

第２四半期連結会計期間においては営業外収益の「その他」に含めて表示しております。なお、当第２四半期連結会

計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「仕入割引」は６百万円であります。  

【簡便な会計処理】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 

至 平成21年９月30日） 

たな卸資産の評価方法  当第２四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略

し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算出す

る方法によっております。 



   

  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 

至 平成21年９月30日） 

税金費用の計算  税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

 なお、法人税等調整額は法人税等に含めて表示しております。 

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

（役員退職慰労引当金） 

 当社は、従来、役員の退職慰労金の支出に備えて、内規に基づく期末要支給額を計上しておりましたが、平成21年

６月19日開催の定時株主総会において役員退職慰労金制度を廃止することが決議されました。同制度廃止に伴い、定

時株主総会日以前の在職期間分の役員退職慰労金について、打ち切り支給することとしました。 

 このため、役員退職慰労引当金の残高は全額取崩し、打ち切り支給額の長期未払い分148百万円については、固定

負債の「その他」に含めて計上しております。      

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成21年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

※１．たな卸資産について、その内訳科目及び金額は次の

とおりであります。 

※１．たな卸資産について、その内訳科目及び金額は次の

とおりであります。 

商品及び製品 2,931百万円

原材料及び貯蔵品 129百万円

商品及び製品 2,579百万円

原材料及び貯蔵品 95百万円

 ２．受取手形裏書譲渡高 271百万円

※３．投資不動産の減価償却累計額 18百万円

 ２．受取手形裏書譲渡高 400百万円

※３．投資不動産の減価償却累計額 13百万円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 

至 平成21年９月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成20年９月30日現在） （平成21年９月30日現在） 

現金及び預金勘定 9,025 百万円

預入期間が３ヶ月を超える 

定期預金 
△266 百万円

現金及び現金同等物    8,759 百万円

現金及び預金勘定 9,933 百万円

現金及び現金同等物 9,933 百万円



当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至

平成21年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 普通株式   18,835千株 

２．自己株式の種類及び株式数 

 普通株式     600千株 

３．配当に関する事項 

(1)配当金支払額 

     (2)基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

       末後となるもの 

（株主資本等関係）

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成21年５月14日 

取締役会 
普通株式  182  10 平成21年３月31日 平成21年６月22日 利益剰余金 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成21年10月30日 

取締役会 
普通株式  182  10 平成21年９月30日 平成21年12月２日 利益剰余金 



 前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日 至平成20年９月30日）及び当第２四半期連結会計期間（自

平成21年７月１日 至平成21年９月30日）並びに前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年

９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年９月30日） 

 当社グループは電気材料、電子部品及び機構部品等の販売を行っており、当該事業以外に事業の種類がないた

め、該当事項はありません。 

前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日 至平成20年９月30日） 

 （注）国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域は、次のとおりであります。 

① 国又は地域の区分の方法……………地理的近接度による。 

② 各区分に属する主な国又は地域……中国（香港を含む）、その他アジア：台湾、韓国、東南アジア 

                                            欧米：USA、チェコ、ポーランド 

  

当第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日） 

 （注）国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域は、次のとおりであります。 

① 国又は地域の区分の方法……………地理的近接度による。 

② 各区分に属する主な国又は地域……中国（香港を含む）、その他アジア：台湾、韓国、東南アジア 

                                            欧米：USA、チェコ、ポーランド 

  

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

【所在地別セグメント情報】

  
日本 

（百万円） 
中国

（百万円） 

その他
アジア 

（百万円） 

欧米
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結
（百万円）

売上高               

(1) 外部顧客に対する売上高  17,703  5,972  2,229  276  26,180  －  26,180

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 4,651  580  374  52  5,659 (5,659)  －

計  22,354  6,553  2,603  328  31,840 (5,659)  26,180

営業利益（又は営業損失）  512  267  122 (9)  893  87  980

  
日本 

（百万円） 
中国

（百万円） 

その他
アジア 

（百万円） 

欧米
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結
（百万円）

売上高               

(1) 外部顧客に対する売上高  14,657  4,210  1,720  342  20,929  －  20,929

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 4,054  615  511  28  5,210 (5,210)  －

計  18,711  4,825  2,232  371  26,140 (5,210)  20,929

営業利益（又は営業損失）  352  (0)  53  17  423  64  487



前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年９月30日） 

 （注）国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域は、次のとおりであります。 

① 国又は地域の区分の方法……………地理的近接度による。 

② 各区分に属する主な国又は地域……中国（香港を含む）、その他アジア：台湾、韓国、東南アジア 

                                            欧米：USA、チェコ、ポーランド 

  

当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年９月30日） 

 （注）国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域は、次のとおりであります。 

① 国又は地域の区分の方法……………地理的近接度による。 

② 各区分に属する主な国又は地域……中国（香港を含む）、その他アジア：台湾、韓国、東南アジア 

                                            欧米：USA、チェコ、ポーランド 

  

  
日本 

（百万円） 
中国

（百万円） 

その他
アジア 

（百万円） 

欧米
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結
（百万円）

売上高               

(1) 外部顧客に対する売上高  33,501  11,962  4,237  510  50,211  －  50,211

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 9,458  895  649  97  11,101 (11,101)  －

計  42,960  12,858  4,886  608  61,313 (11,101)  50,211

営業利益（又は営業損失）  899  547  207 (14)  1,640  188  1,828

  
日本 

（百万円） 
中国

（百万円） 

その他
アジア 

（百万円） 

欧米
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結
（百万円）

売上高               

(1) 外部顧客に対する売上高  26,550  7,808  3,043  591  37,994  －  37,994

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 7,224  1,129  866  83  9,304 (9,304)  －

計  33,775  8,937  3,910  675  47,298 (9,304)  37,994

営業利益  623  113  80  21  838  106  945



前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日 至平成20年９月30日） 

 （注）国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域は、次のとおりであります。 

① 国又は地域の区分の方法……………地理的近接度による。 

② 各区分に属する主な国又は地域……中国（香港を含む）、その他アジア：台湾、韓国、東南アジア 

  

当第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日） 

 （注）国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域は、次のとおりであります。 

① 国又は地域の区分の方法……………地理的近接度による。 

② 各区分に属する主な国又は地域……中国（香港を含む）、その他アジア：台湾、韓国、東南アジア 

  

前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年９月30日） 

 （注）国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域は、次のとおりであります。 

① 国又は地域の区分の方法……………地理的近接度による。 

② 各区分に属する主な国又は地域……中国（香港を含む）、その他アジア：台湾、韓国、東南アジア 

  

当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年９月30日） 

 （注）国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域は、次のとおりであります。 

① 国又は地域の区分の方法……………地理的近接度による。 

② 各区分に属する主な国又は地域……中国（香港を含む）、その他アジア：台湾、韓国、東南アジア 

  

【海外売上高】

  中国 その他アジア その他  合計 

Ⅰ 海外売上高（百万円）  6,863  2,721  294  9,879

Ⅱ 連結売上高（百万円）  －  －  －  26,180

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占める割

合（％） 
 26.2  10.4  1.1  37.7

  中国 その他アジア その他  合計 

Ⅰ 海外売上高（百万円）  5,028  1,910  327  7,267

Ⅱ 連結売上高（百万円）  －  －  －  20,929

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占める割

合（％） 
 24.0  9.1  1.6  34.7

  中国 その他アジア その他  合計 

Ⅰ 海外売上高（百万円）  13,709  4,613  538  18,861

Ⅱ 連結売上高（百万円）  －  －  －  50,211

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占める割

合（％） 
 27.3  9.2  1.1  37.6

  中国 その他アジア その他  合計 

Ⅰ 海外売上高（百万円）  9,200  3,162  611  12,974

Ⅱ 連結売上高（百万円）  －  －  －  37,994

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占める割

合（％） 
 24.2  8.3  1.6  34.1



１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額 

 （注）１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （注）１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（１株当たり情報）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成21年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,307.51円 １株当たり純資産額 1,288.22円

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 

至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 

至 平成21年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 61.62円 １株当たり四半期純利益金額 24.62円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

  
前第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 

至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 

至 平成21年９月30日） 

四半期純利益（百万円）  1,131  448

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  1,131  448

期中平均株式数（千株）  18,357  18,235

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成20年７月１日 

至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 

至 平成21年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 32.67円 １株当たり四半期純利益金額 16.98円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

  
前第２四半期連結会計期間 
（自 平成20年７月１日 

至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 

至 平成21年９月30日） 

四半期純利益（百万円）  596  309

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  596  309

期中平均株式数（千株）  18,252  18,235



当第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日） 

１．大西電気株式会社との合併 

  当社は、平成21年10月１日に大西電気株式会社と合併し、エレマテック株式会社に商号変更いたしました。 

   パーチェス法の適用 

    （1）被取得企業の名称及びその事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日、企業結合の法的形

       式並びに結合後企業の名称及び取得した議決権比率 

      ①被取得企業の名称及びその事業の内容 

        被取得企業の名称  大西電気株式会社 

        事業の内容     エレクトロニクス専門商社 

      ・電気材料、電子部品及びオプティカル部品・材料等の販売 

      ・上記部材の輸出入及び加工 

      ②企業結合を行った主な理由 

         両社の強みを結合し、お客様である日系エレクトロニクスメーカーのニーズへの対応力を強化する

       ことで、収益機会を広げ、中長期的に高い成長を持続する企業を目指すためであります。 

      ③企業結合日 

         平成21年10月１日 

      ④企業結合の法的形式並びに結合後企業の名称 

           企業結合の法的形式   高千穂電気株式会社を合併存続会社とする吸収合併方式を採用し、大西

                   電気株式会社は解散いたしました。 

           結合後企業の名称    エレマテック株式会社 

      ⑤取得した議決権比率 

         100％ 

  

    （2）被取得企業の取得原価及びその内訳 

  

    （3）株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付した株式数及びその評価額 

      ①株式の種類別の交換比率 

        当社の普通株式１株 ： 大西電気株式会社の普通株式1.4株 

      ②株式交換比率の算定方法 

        高千穂電気株式会社は野村證券株式会社を、大西電気株式会社は大和証券株式会社をそれぞれ第三

       者機関として選定して株式交換比率の算定を依頼し、その算定結果をもとに当事者間で協議の上、算

            定いたしました。 

      ③交付した株式数及びその評価額 

        交付した株式数     2,916,718株 

         交付した株式の評価額  2,050百万円 

  

    （4）発生したのれん又は負ののれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

      ①発生した負ののれんの金額 

        383百万円 

      ②発生原因 

        企業結合時の時価純資産が取得原価を上回ったことによるものであります。  

      ③償却方法及び償却期間 

        ３年間にわたる均等償却 

  

（重要な後発事象）

取得の対価 当社の普通株式 2,050百万円

  現金 162百万円

取得に直接要した費用 アドバイザリー費用等 97百万円

取得原価   2,311百万円



２．自己株式の取得 

  当社は平成21年10月30日開催の取締役会において、会社法第459条第１項の規定による定款の定めに基づき、 

 下記のとおり自己株式の取得に係る事項を決議いたしました。 

   決議の内容 

     （1）自己株式の取得を行う理由 

         資本効率の向上と経営環境に応じた機動的な資本政策を遂行するため。 

     （2）取得に係る事項の内容 

       ①取得する株式の種類   当社普通株式 

       ②取得する株式の総数   100万株（上限） 

          発行済み株式総数（自己株式除く）に対する割合  4.73％ 

      ③株式の取得価額の総額  1,500百万円（上限） 

      ④取得する期間      平成21年11月２日～平成22年４月22日 

       ⑤株式の取得方法     信託方式による市場買付 

  

  

  

  

      平成21年10月30日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

    (イ) 配当金の総額………………………………………182百万円 

    (ロ) １株当たりの金額…………………………………10円00銭 

      (ハ) 支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成21年12月２日 

   (注) 平成21年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 

  

２【その他】



該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】



  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成20年11月12日

高千穂電気株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 大田原 吉隆  印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 鈴 木 裕 司  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている高千穂電気株

式会社の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成２０年７月

１日から平成２０年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２０年４月１日から平成２０年９月３０日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・

フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、高千穂電気株式会社及び連結子会社の平成２０年９月３０日現在の財

政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累

計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなか

った。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 



  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年11月11日

エレマテック株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 山 本 禎 良  印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 鈴 木 裕 司  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているエレマテック

株式会社（旧社名 高千穂電気株式会社）の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計年度の第２四

半期連結会計期間（平成２１年７月１日から平成２１年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２１年４月

１日から平成２１年９月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計

算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、エレマテック株式会社（旧社名 高千穂電気株式会社）及び連結子会

社の平成２１年９月３０日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間

の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。 

  

追記情報 

   重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成２１年１０月１日に大西電気株式会社と合併した。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 


